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平成２５年８月 

入札金額内訳書作成手引（物品のリース） 

 

 

１ 入札金額内訳書は、次の場合に必ず作成し、提出してください。 
 

物品のリースに係る入札のうち、予定価格が事前公表されている一般競争入札に参加する場合は、

あらかじめ入札金額内訳書を作成し、その入札書の提出時に提出する必要があります。 

提出の方法については、入札説明書に記載していますので、それに従って提出してください。 

 

２ 入札金額内訳書は、次により作成してください。 
 

⑴ 入札金額内訳書は、本協会所定の様式を使用して作成してください。 

本協会所定の様式は、本協会のホームページ（http://www.hiroshima-park.or.jp/）のトップ   

ページのお知らせ「入札・契約情報」→ 入札予報・入札結果「平成○年度分」へ画面を展開し、

該当入札案件の「詳細はこちら」→『添付資料』からダウンロードしてください。 
 

⑵ 記載事項は、次のとおりです。 

ア 作成年月日（※開札日ではありません。入札金額内訳書の作成日を記載してください。） 

イ 入札者の所在地、商号又は名称、代表者の職氏名及び代表者印 

（※「代表者」には、継続して委任を受けている支店長・営業所長等を含みます。） 

ウ 入札金額内訳書の内容について「回答ができる者」の氏名及び連絡先電話番号 

エ 件名 

オ 入札金額の内訳（「積算の内容」・「金額」） 
 

⑶ 区分の考え方 

① 次の区分ごとに「積算の内容」・「金額」の欄を記載してください。 

ア 基本額 

リース物品の取得価格から見積残存価格を差引いた金額とする。 

(注) 見積残存価格とはリース終了後の当該物品の処分価格 

イ 手数料等 

当該物品のリースに係る金利、動産保険料、手数料、固定資産税等の費用 

また、リース物品を良好な状態で機能させるために必要なメンテナンスがリース契約に付随

している場合はメンテナンスに係る費用 

ウ 合計 

ア基本額及びイ手数料等の合計とする。 

エ 合計（月額） 

ウの合計をリース月数で除したもの。 

入札公表等に特別の定めがある場合を除いて円単位とすること。 

オ 消費税相当額 

合計（月額）に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）及び地方税法（昭和２５年法律第   

２２６号）で定める税率を乗じて算定する。 
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カ リース料（エ、オの合計） 

合計（月額）及び消費税相当額の合計とする。 

② リースに係る原価の構成は、リース内容等によりそれぞれ変わる場合がありますので、上記

「ア」及び「イ」の区分での記載が不可能である場合は、新たな区分を記載の上、その「積算の

内容」・「金額」を記入してください。 

 

３ 入札金額内訳書の作成に当たっては、次の点に注意してください。 
 

⑴ 「出精値引 △○，○○○円」、「端数処理 △○○○円」などのような経費の根拠が不明確と   

なる記載はしないこと。 
 

⑵ 次に掲げる事由に該当する場合は、その落札候補者のした入札を無効とします。 

ア 入札金額内訳書（その他入札金額内訳書に類する様式で、別途記載等が指定されたものを含み

ます。以下「入札金額内訳書等」といいます。）の提出を求められているにもかかわらず、提出

しないもの 

イ 入札金額内訳書等に記名・押印がないもの。 

ウ 入札金額内訳書等の件名がないもの。 

エ 入札金額内訳書等の件名が誤っているもの。（ただし、件名の一部に誤りがあるが、当該   

リースの入札金額内訳書であることが特定できる場合を除く。） 

オ 入札金額内訳書等の積算の内容に記載が全くないもの。 

カ 入札金額内訳書等のリースに係る原価の合計（月額）金額が入札書記載金額と異なるもの。 

（ただし、入札金額内訳書等のリースに係る原価の合計（月額）金額の千円未満の単位で端数を

切り捨てた額を入札書記載金額としている場合は無効としない。したがって、金額の相違が千円

未満であっても端数切捨てでない場合、切捨て以外の端数整理、税込みと税抜きの誤記等は、  

無効となる。） 

キ 入札金額内訳書の作成に当たって、本協会所定の様式を使用していないもの（ただし、入札  

金額内訳書の形態からみて本協会所定の様式と同様のものを使用していると認められる場合を

除く。） 
 

⑶ 談合情報が寄せられた場合は、提出された入札金額内訳書等を公正取引委員会及び警察に提出 

することがあります。 
 

⑷ 提出された入札金額内訳書等は、返却しません。 
 

⑸ 入札金額内訳書等の作成に当たり不明な点がある場合は、必ず事前に契約担当課（入札公表に 

記載しています。）に確認をしてください。 

 


